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 トップクラスの研究者の糾合により新たな研究領域を創出し、卓越かつ多様な学問分野におけるハブとしての国際卓越研究大学が共同
研究などの連携を促進し、研究大学群全体を牽引

日本全体の研究力発展を牽引する研究大学群の形成
（研究大学に対する組織支援策※の全体像）

基盤的活動の着実な推進

個々の大学が持つ強み
（ピーク）を最大化

大学（領域）を超えた
連携を拡大・促進

国際卓越研究大学

国内外での
人材の流動性向上

 大学の特色化を目指した魅力ある拠点形成を支援（WPI拠点、共創
の場拠点、国際的な学術研究を牽引する共同利用・共同研究拠点）

 拠点が持つ強みをさらに伸ばすため、近接分野の拡充や、
全学的な国際水準の研究環境（専門人材配置、
機器共用体制等）の構築を支援

 大学共同利用機関等が持つ、多様な分野の全国的な
研究者ネットワークのハブ機能を拡張させ、全く新しい
学際研究領域の開拓に資する複数大学の異分野の
研究機関間の連携を支援

日本全体の大学の国際競争力を高めるには、総合振興パッケージと大学ファンドとを連動させ、個々の大学の持つ強みを
引き上げると同時に、複数組織（領域）間の連携を促進し、人材の流動性が高いダイナミクスのある研究大学群（シス
テム）を構築することが必要

～総合振興パッケージ～

～大学ファンド～

※ 博士人材や研究者個人・チームに対する支援策は別途あり

特色ある
強みを
伸長

国際卓越研究大学がハブとなり、研究大学群を牽引
（大学ファンド）

拠点
（強み）

地域中核・特色ある
研究大学

地域中核・特色
ある研究大学

大学共同利用機関等がハブとなり、組織間連携を促進
（総合振興パッケージ）
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多様で厚みのある研究大学群の形成に向けて 次期に向けた検討課題（案）
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第７期科学技術・イノベーション基本計画の検討や国立大学法人等の機能強化に向けた検討会の状況も見据えつ
つ、我が国全体の研究力向上を牽引する研究システムを実現するために、各大学による研究力向上に向けた改革を
継続的・安定的に後押しするとともに、研究大学群の有機的な連携を促すためのシステムの構築に向けた検討を進め
ていくことが必要。

(検討課題の例)
 研究大学の機能強化に向けた取組の推進

– 国際卓越研究大学制度※1やJ-PEAKSの対象大学の選定や取組が進む中での研究大学群への支援の在り方
– 国際卓越研究大学やJ-PEAKSが備える要素・体制の明確化※2、研究大学群全体への波及
– 多様な大学機能を担う人材の育成（研究者、経営、研究マネジメント、技術者、産連、少子化への対応等）
– 研究力を支える事業・財務の在り方
＜前回の委員会における関連発言のポイント：国際競争や社会価値創出に向け大学が目指すべき目標の明確化、大学経営人材等の育成＞

 大学・領域・セクターを超えた連携の拡大
– 大学間連携の促進
– 共同利用・共同研究体制※３（研究基盤・機器共用、大学共同利用機関、共同利用・共同研究拠点）
＜前回の委員会における関連発言のポイント：データ基盤への対応、多様な学問分野の特性を踏まえた体制構築の必要性、大学としての共同利用・
共同研究拠点の活用、地方大学と大学共同利用機関・共同利用・共同研究拠点との連携＞

 国内外での人材の流動性向上
– 全国の研究者が研究活動に邁進できる環境の構築（ポスト、研究資金、研究設備、共同利用・共同研究

体制の活用）
＜前回の委員会における主な関連発言のポイント：国公私立大学を越えた人材の流動性向上＞

※1 国際卓越研究大学の第２期公募が進む中で、大学研究力強化委員会としても十分にコミットしていくことが重要ではないか
※2 骨太方針2024に基づき、EBPMアクションプランを策定し、アウトカム指標を用いた検証を国際卓越研究大学とJ-PEAKSで行うことが求められている
※3 研究環境基盤部会等とも密に連携して検討することが重要ではないか



大学共同利用機関を中心とした共同利用・共同研究体制の

機能強化に向けた意見の概要 令和７年１月20日 研究環境基盤部会

国際卓越研究大学制度や地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）等によりトップ層や上位に続く層に位置する大学

の研究力強化に向けた取組が行われているが、それらの大学以外にも広く意欲・能力がある研究者が所属している。

このような中、大学共同利用機関や同様の機能を有する共同利用・共同研究拠点は、全国の大学に点在する意欲・能力ある研究者が

最先端の研究を行うことができる場として、また、組織の枠を超えて国内外の研究者をつなぐことにより「新しい知」を創出する場と

して重要な役割を担っており、研究活動・研究設備が高度化・複雑化する中で、組織・分野を超えた国際的・学際的な研究ネットワーク

のハブとしての機能をより一層強化することが求められる。

例えば以下のような機能の強化が必要と考えられるが、今後の機能強化の方向性及びそれを実現するための具体的な方策について

は、第７期科学技術・イノベーション基本計画に向けた文部科学省における検討や次期の研究環境基盤部会における大学共同利用機

関の検証を通じた今後の在り方の検討等において、引き続き議論を深めることが望まれる。

〈機能強化が求められる事項〉

研究環境の充実・高度化

 先端的な研究を行うための中規模研究設備等の基盤の更新

 技術職員やURA・産学官連携コーディネーター等の研究マネジ

メント人材も含めた、研究構想段階からの支援体制の充実

 グローバル化の推進等による国際競争力の強化

 企業や金融機関等と連携したスタートアップ支援

研究人材の育成・輩出

 若手研究者の育成や研究者の流動性確保に関する取組の充実

 企業等とも連携した技術職員の育成・輩出のハブ機能の強化

 総合研究大学院大学等と協働による博士後期課程等の学生の

早期からの戦略的育成

新しい学際領域の開拓

 学術研究の動向を踏まえた、新しい学際領域を開拓するための仕

組みの構築を主導するハブ機能の強化

ハブ機関としての体制の充実

 各機関における公募情報の集約化等を通じたより広い分野の研究

者への訴求

 法人内の分野が異なる機関間の連携促進や４法人と総合研究大学

院大学で構成されるアライアンスの効果的な活用

 大学との相互連携を通じた研究力強化の仕組みの構築 3



補足資料
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 大学共同利用機関に関して、今我々が直面している世界はデータをどう扱うかということが極めて重要で、それは人文社会

理工生命の分野に関わらない。研究インテグリティという意味でもデータをきちんと取っておく必要があり、オープンサイエン

スのハブになり、かつSINETなどを運営してサイバーアタックから大学を守っているという意味で、ここに国公私立が参画して

いる。基盤はNIIの一部がやっているが、生成AIの世の中になり、この部分を強化していく必要。

 大学共同利用機関の組織について、2004年の国立大学法人、2015年の研発法人という中で、4つの法人が何をどういうとこ

ろでポジショニングするんだという議論がもう少し細分化なされるべき。大学共同利用機関法人ということと、非常に広い学

問分野をどういうふうに整理していくのかの議論が第7期に向けて必要なのではないか。連携とよく言われているが、連携は

手段であって目的ではないところがある。目的がない連携というのは弊害も起こしやすくそういう観点でも検討が必要。

 大学間連携に基づく研究力強化の観点から、共同利用研究施設が重要。既存の共同研究拠点において、期待どおりの成

果が得られていない拠点に関しては、それらの拠点を活用する地域中核事業のプロジェクトを支援する、あるいは既に採択

されている地域中核事業の拠点に対して、既存の共同研究拠点を活用するようなプロジェクトを新たに検討するなどの促し

により、更なる共同利用・共同研究拠点の活用ということが期待できる。

 立命館大学はアート・リサーチセンターを拠点として2019年に同研究拠点の認定をいただいたことにより、国内外の研究者

の受入れや送り出しが格段に進み、組織対組織の連携も進んだ。また、大学院生、特に博士学生が集まる場になり、大学

内で国際共同利用・共同研究拠点という高い認識がとりわけ大学執行部に非常に強く伝わった。この共共拠点が2026年の

デザイン・アート学部・研究科設置に大いに寄与し、共共拠点と新学部・研究科は連携しながら人材育成を展開する。共共

拠点の大きな目標として、私立大学は研究者に比して多くの学生がいるので、研究成果を教育へ還元することが重要。

 経営に苦しい地方大学が想定される中で、特に人社系の学部・学科にも影響が出てきている。一方、人文社会科学は地方

との協働によって発展することが期待される分野であり、地方大学と大学共同利用機関や共同利用共同研究拠点が連携し

ていくことがさらに重要。国内の研究の裾野を支えることと研究成果の創出の両面で、ウィン・ウィンの可能性がある。

第16回（R6.11.14）大学研究力強化委員会での主な御意見①
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 科研費のように共同利用・共同研究拠点の資金を基金化すれば、予算を柔軟に執行でき、通年で利用率も上がり、拠点の

機能を十全に発揮できる。基金化が難しければ、切れ目のない活動ができるような環境整備が必要。利用率の維持向上の

ため、機器導入後の維持管理をいかにうまく行うかが重要であり、この点のサポートも検討していく必要。

 国際卓越やJ-PEAKSの仕組みについて、本当の目的は社会実装が本来の目的だと思う。国際卓越やJ-PEAKSもそうだが

、Top10％論文数や割合が本当に一番大事なものなのかという点が気になる。社会実装するためには、論文の質だけでは

なくて、使える特許をどれぐらい取って、それを社会実装に結べていくかという観点も大事。

 人材の流動性の中で国公私立の壁があり、教員はクロスアポイントがあるが、20％を超えると教員の所属がどちらか分かり

にくくなる。例えば教授会で投票権があるのかどうかということも含め、難しい問題も出てくる。教員の生活基盤を脅かさない

ような形で、国公私立の壁を壊すような方法も少し考えないといけないのかなと思う。

 国際卓越やJ-PEAKSで各大学の個々の強みを伸ばすことを言ってるが、この底上げは、今のような連携を図りながら研究

する場を提供して、スキルを上げることはできるが、質を上げていくときにこの強みをぼんやりした言葉でいつも語られ、見

極め方が弱い。社会価値を未来に生み出すためには、インパクトのある基礎研究の積み重ねがないとできないが、その行く

べきところの設定が非常に曖昧。未来を見定め、国際的にも優位な地位を獲得しない限りは、それが社会に落ちない。つま

り、研究成果としては価値を生み出さないということになる。7期の基本計画を立てるときに、本当にこの各大学が国際的に

日本を優位にするための地位を獲得するようなことができるのかという目標定めもしっかりと見られるような制度なのか、仕

組みなのか、人材の配置もする必要。

第16回（R6.11.14）大学研究力強化委員会での主な御意見②



第3回 国立大学法人等の機能強化に向けた検討会（R6.9.30）における主な御意見（研究力関係）

①多様で厚みのある研究大学群の形成

・ 国際卓越研究大学は世界最高水準の研究大学になるポテンシャルの高い大学に新しいガバナンス体制を構築

し、大きな資金を投じる施策。我が国全体の研究力の向上には、 2nd-3rdティアを含む裾野の広い支援も重要と

なり、地域中核・特色ある研究大学促進事業（J-PEAKS）による支援も開始された。小さい大学が研究力を確保

するためには大きな大学等との連携が必要であり、国際卓越研究大学を含めた裾野の広い大学間連携ネットワ

ークの構築が必要。 

・ 大学間の連携に加え、国立研究開発法人のような研究機関も含めて高度な研究ネットワークを強化することが

必要ではないか。 

・ 拠点を形成することで、研究者が一人ですべてをこなすのではなく、チームで研究を進めていくための体制が確

保されることが重要。また、人材の流動性や多動性の確保、 議論ができる場の設定が必要。 

・ 大学の活動や研究成果は論文だけでは測れない部分があり、海外トップ大学においても研究者が社会にどのよ

うなインパクトを与えたのか、といった新しい観点での評価の試みもあると聞く。論文関係の指標だけでなく、社会

課題解決やコミュニティへの貢献 なども評価の観点に含めてよいのではないか。

・ 日本が引用数の高い論文の割合が低いというデータもある中で、日本では英独と比較して少ない論文数である

ものの特定分野に強みを持つ大学が多数存在するという現状について、裾野の在り方についての議論が必要で

はないか。

・ 研究時間の確保が課題であり、大学内における入試・会議等の業務効率化が求められ、 これらのしわ寄せが若

手にいっていることも懸念される。大学教員の年齢構成についてもバランスがとれた形にしていくことが必要。全

ての先生がオールマイティにこなすよ うな時代ではもうなくなってきており、分業化の意識が必要 。 7



第3回 国立大学法人等の機能強化に向けた検討会（R6.9.30）における主な御意見（研究力関係）

②共同利用・共同研究体制の強化

・ 分野ごとの拠点の求心力を維持するためには、最先端の研究に必要な設備と、議論が できる優れた人材がい

ることが必要。我が国においては、大学共同利用機関と国際共同 利用・共同研究拠点が国内の学術研究を底支

えし、リードしてきた。共同利用・共同研 究拠点については、拠点に集まる機能はあるが、現状の支援で新しく研

究成果を生み出 すところまでいけるかは難しさもあるのではないか。大学共同利用機関法人と国際共同利用・共

同研究拠点を中核として、共同利用・共同研究拠点を結びつけることで機能が 強化されるのではないか。 

・ 大学共同利用機関は、共同研究に関する機能、大型・最先端の設備の共同利用に関する機能、また、その設備

を用いて研究支援を行う人材を育成する機能など様々な役割を担っており、それぞれの機関における役割を明確

化することが必要ではないか。 

・ 共同利用・共同研究拠点では、ハードだけではなく、一連の研究を支援する人材を含めた総合的な共同利用・共

同研究のための仕組みを有しており、これらを立ち上げるの は簡単ではない。更に異分野の研究者と共同研究

を進めることができる機能を強化することが必要。また、分野・地域ポートフォリオ戦略の中で、コミュニティに対す

る貢献 度を踏まえた支援の仕組みについて検討すべきではないか。

・ 国立大学の運営費交付金の減少とともに人件費が減少してきており、その中で研究支援人材が削減されてきた

のではないか。最先端の研究機器を通じた研究支援人材の育成が有効であり、大学共同利用機関が研究支援

人材の育成・確保に向けて果たす役割があ るのではないか。
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経済財政諮問会議
（令和６年度第16回）

R6.12.26
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第31回経済社会の活力
ワーキング・グループ

R6.11.21
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経済財政諮問会議
（令和６年度第16回）

R6.12.26
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経済財政諮問会議
（令和６年度第16回）

R6.12.26
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経済財政諮問会議
（令和６年度第16回）

R6.12.26
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経済財政運営と改革の基本方針 2024（抜粋） 
（令和６年６月21 日閣議決定） 

（４）科学技術の振興・イノベーションの促進 

イノベーションの持続的な創出に向け、国際卓越研究大学制度による世界

最高水準の研究大学の実現と地域の中核・特色ある研究大学の機能強化に

向けた取組を着実に進め、これら研究大学群が我が国全体の研究力向上を

牽引するとともに、戦略的な自律経営の下で、優秀な若手研究者等をひき付

ける研究環境の整備や、知財ガバナンス改革を含む研究成果の展開力強化

を行う取組を促進する。

(参考)


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15

